
認定基準(2010 年度適用版)の改定の趣旨と要点 

 
 JABEE の認定審査が開始されてから 10 年を迎えようとしており、立ち上げ期から定常

期へと移行しつつあります。認定プログラムにおいては、基準の趣旨に則った教育改善が

達成されていると考えておりますが、現行の 2008 年度適用の認定基準は、2004 年度に改

定されてから既に５年が経過しており、細かい点で見直しの必要性が指摘されるようにな

ってきました。こうした状況を踏まえ、2010 年度適用に向けて認定基準の改定を行ないま

した。 
 2010 年度適用版の認定基準は、現在の認定基準を踏襲したものになっており、改定箇所

は基準２を中心とした一部に限られます。以下、改定内容の理解を容易にするために、細

かい字句や表現の修正を除いた主要な改定箇所について、改定の趣旨を説明いたします。

なお、他の部分も含めた認定基準全体の解釈の詳細については、2010 年度適用版の「認定

基準の解説」（2009 年 1 月公開予定）を参照してください。 

 
1. 「学習保証時間」から「授業時間」への変更 

基準２(2)では、これまで「学習保証時間」について規定していましたが、これを範囲

を限定した「授業時間」を規定するように改めました。従来の「学習保証時間」は、「教

員等の指導・教授に基づく学習時間」となっており、「授業時間」に加えて、制度やル

ールで規定されていないために実施記録を残す以外に根拠が示せないような学習時間

まで含めて考えておりました。そのため、一部のプログラムで詳細な実施記録を残す

ために多大な労力をかけるなど、教育改善の本来の趣旨から考えて本質的ではない負

担を抱え込む事例が散見されるようになりました。このような弊害をなくすため、「学

習保証時間」から、より範囲が限定され、制度やルールの整備と適切な運用で確保・

点検が可能な「授業時間」のみを対象とすることに改めました。これに伴い、時間数

に算入できる範囲がこれまでより狭められるため、総時間数を「学習保証時間として

1800 時間以上」を「授業時間として 1600 時間以上」に変更しました。なお、個別の

学習の内容ごとに規定している時間数については、概ね授業時間で確保されていると

の考え方から、「人文科学、社会科学等（語学教育を含む）の授業 250 時間以上、数学、

自然科学、情報技術の授業 250 時間以上、および専門分野の授業 900 時間以上」とし、

これまでと同じ時間数を要求しています。 

 
2. 自己学習時間確保のための取り組み 

JABEE では、従来から自己学習の重要性を強調しており、「『teaching』から『learning』
へのパラダイムシフト」というメッセージを設立当初から発信してきています。従来

の認定基準でも、教育方法に関連して「学生の授業等での理解を助ける」という観点

から自己学習を誘導する取り組みの必要性について指摘してきました。2010 年度適用
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版の認定基準の基準２(3)では、いわゆる｢単位の実質化」の流れなども踏まえて、この

自己学習時間の確保についてより明確に求めるようにいたしました。なお、今回の改

定では、自己学習に関して認定基準で初めて明示的に言及したことに鑑みて、「自己学

習時間を確保するための取り組み」を求めることとしました。 

 
3. 基準３の大項目の順序の入れ替え 

基準３の大項目の順序を入れ替えて、「教育方法」、「教育組織」、「入学、学生受け入れ

および移籍の方法」の順序に改めました。これは、「教育方法」とそれを実行できる「教

育組織」があってプログラムが実体として存在することが全ての前提であり、そこに

学生を受け入れるという、プログラムの本来のあり方をより明確に示そうとの考えに

基づいています。 

 
4. プログラム履修生の移籍について 

JABEE では、プログラム履修生が学習・教育目標を意識しながら学習に取り組み、そ

の達成を目指すことを基本と考えています。したがって、プログラムが実体を伴うた

めには、履修生が登録する際のルールとその運用だけでなく、履修生がプログラムを

離れる際のルールとその運用についても適切であることが求められます。これまで、

この点に関して認定基準では明示的に述べておりませんでしたが、今回の改定で基準

3.3(4)として明示的に述べるようにし、注意を喚起することとしました。 

 
5. 勉学における学生支援の項目移動および統合 

従来の基準では、「授業等での学生の理解を助け、勉学意欲を増進し、学生の要望にも

配慮できるシステム」について、基準 3.2 の「教育方法」の(3)で要求していましたが、

今回の改定で、基準 4.3 の「学生への支援体制」の項目に統合しました。 

 
以上 
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2010 年度 JABEE 認定基準と現行基準との対比 

2008.11.10 
基準委員会策定 

2010 年度適用 現行認定基準 

この認定基準は，高等教育機関において技術者の基礎教育を行っているプログラムを認

定するために定めるものである。認定を希望するプログラムは，以下に示す基準

1－6 および補則をすべて満たしていることを根拠となる資料等で説明しなけれ

ばならない。なお，ここでいう技術者とは，研究開発を含む広い意味での技術の

専門職に携わる者である。 
 

この認定基準は、高等教育機関において技術者の基礎教育を行っているプログラムを認

定するために定めるものである。認定を希望するプログラムは、下記の基準 1－6
（補則を含む）をすべて満たしていることを根拠となる資料等で説明しなければ

ならない。なお、ここでいう技術者とは、研究開発を含む広い意味での技術の専

門職に携わる者である。 
 

基準 1 学習・教育目標の設定と公開 基準 1 学習・教育目標の設定と公開 
(1)自立した技術者の育成を目的として，下記の(a)－(h)の各内容を具体化したプログラ

ム独自の学習・教育目標が設定され，広く学内外に公開されていること。 また，

それが当該プログラムに関わる教員および学生に周知されていること。 
(a)地球的視点から多面的に物事を考える能力とその素養 
(b)技術が社会や自然に及ぼす影響や効果，および技術者が社会に対して負っている責任

に関する理解（技術者倫理） 
(c)数学，自然科学および情報技術に関する知識とそれらを応用できる能力 
(d)該当する分野の専門技術に関する知識とそれらを問題解決に応用できる能力  
(e)種々の科学，技術および情報を利用して社会の要求を解決するためのデザイン能力 
  (f)日本語による論理的な記述力，口頭発表力，討議等のコミュニケーション能力およ

び国際的に通用するコミュニケーション基礎能力 
(g)自主的，継続的に学習できる能力 
(h)与えられた制約の下で計画的に仕事を進め，まとめる能力 
(2)学習・教育目標は，プログラムの伝統，資源および卒業生の活躍分野等を考慮し，ま

た，社会の要求や学生の要望にも配慮したものであること。 
 

 (1)自立した技術者の育成を目的として、下記の(a)－(h)の各内容を具体化したプログラ

ム独自の学習・教育目標が設定され、広く学内外に公開されていること。 また、

それが当該プログラムに関わる教員および学生に周知されていること。 
(a)地球的視点から多面的に物事を考える能力とその素養 
(b)技術が社会や自然に及ぼす影響や効果、および技術者が社会に対して負っている責任

に関する理解（技術者倫理） 
(c)数学、自然科学および情報技術に関する知識とそれらを応用できる能力 
(d)該当する分野の専門技術に関する知識とそれらを問題解決に応用できる能力 
(e)種々の科学、技術および情報を利用して社会の要求を解決するためのデザイン能力 
(f)日本語による論理的な記述力、口頭発表力、討議等のコミュニケーション能力および

国際的に通用するコミュニケーション基礎能力 
(g)自主的、継続的に学習できる能力 
(h)与えられた制約の下で計画的に仕事を進め、まとめる能力 
(2)学習・教育目標は、プログラムの伝統、資源および卒業生の活躍分野等を考慮し、ま

た、社会の要求や学生の要望にも配慮したものであること。 
 

基準 2 学習・教育の量 基準 2 学習・教育の量 
(1)プログラムは 4 年間に相当する学習・教育で構成され、124 単位以上を取得し、学士

の学位を得た者を修了生としていること。 
(2)プログラムは修了に必要な授業時間（授業科目に割り当てられている時間）として，

総計 1,600 時間以上を有していること。その中には，人文科学，社会科学等（語

学教育を含む）の授業 250 時間以上，数学，自然科学，情報技術の授業 250 時間

以上，および専門分野の授業 900 時間以上を含んでいること。 
(3)プログラムは学生の主体的な学習を促し，十分な自己学習時間を確保するための取り

組みを行っていること。 
 

(1)プログラムは 4 年間に相当する学習・教育で構成され、124 単位以上を取得し、学士

の学位を得た者を修了生としていること。 
(2)プログラムは学習保証時間（教員等の指導のもとに行った学習時間）の総計が 1,800

時間以上を有していること。さらに、その中には、人文科学、社会科学等（語学

教育を含む）の学習 250 時間以上、数学、自然科学、情報技術の学習 250 時間以

上、および専門分野の学習 900 時間以上を含んでいること。 
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基準３ 教育手段 基準 3 教育手段 
3.1 教育方法 
(1)学生がプログラムの学習・教育目標を達成できるように，教育課程（カリキュラム）

が設計され，当該プログラムに関わる教員および学生に開示されていること。カ

リキュラムでは，各科目とプログラムの学習・教育目標との対応関係が明確に示

されていること。 
(2)カリキュラムの設計に基づいて，科目の授業計画書（シラバス）が作成され，当該プ

ログラムに関わる教員および学生に開示されていること。また，それに従って教

育が行われていること。シラバスでは，それぞれの科目ごとに，カリキュラム中

での位置付けが明らかにされ，その教育の内容・方法，達成目標，成績の評価方

法・評価基準が示されていること。また，シラバスあるいはその関連文書によっ

て，授業時間が示されていること。 
 
 
(3)学生自身にもプログラムの学習・教育目標に対する自分自身の達成状況を継続的に点

検させ，その学習に反映させていること。 
 

3．2 教育方法 
(1)学生にプログラムの学習・教育目標を達成させるようにカリキュラムが設計され、当

該プログラムに関わる教員および学生に開示されていること。カリキュラムでは、

各科目とプログラムの学習・教育目標との対応関係が明確に示されていること。 
(2)カリキュラムの設計に基づいて科目の授業計画書（シラバス）が作成され、当該プロ

グラムに関わる教員および学生に開示されていること。また、それに従って教育

が実施されていること。シラバスでは、それぞれの科目ごとに、カリキュラム中

での位置付けが明らかにされ、その教育の内容・方法、達成目標および成績の評

価方法・評価基準が示されていること。 
(3)授業等での学生の理解を助け、勉学意欲を増進し、学生の要望にも対応できるシステ

ムが在り、その仕組みが当該プログラムに関わる教員および学生に開示されてい

ること。また、それに関する活動が実施されていること。 
(4)学生自身にも、プログラムの学習・教育目標に対する自分自身の達成度を継続的に点

検させ、その学習に反映させていること。 
 

3.2 教育組織 
(1)カリキュラムを適切な教育方法によって展開し，教育成果をあげる能力をもった十分

な数の教員と教育支援体制が存在していること。 
(2)カリキュラムに設定された科目間の連携を密にし，教育効果を上げ，改善するための

教員間連絡ネットワーク組織があり，それに基づく活動が行われていること。 
(3)教員の質的向上を図る仕組み（ファカルティ・ディベロップメント）があり，当該プ

ログラムに関わる教員に開示されていること。また，それに従った活動が行われ

ていること。 
(4)教員の教育活動を評価する方法が定められ，当該プログラムに関わる教員に開示され

ていること。また，その方法に従って評価が行われていること。 
 

3．3 教育組織 
(1)プログラムの学習・教育目標を達成するために設計されたカリキュラムを、適切な教

育方法によって展開し、教育成果をあげる能力をもった十分な数の教員と教育支

援体制が存在していること。 
(2)教員の質的向上を図る仕組み（ファカルティ・ディベロップメント）があり、当該プ

ログラムに関わる教員に開示されていること。また、それに関する活動が実施さ

れていること。 
(3)教員の教育に関する貢献の評価方法が定められ、当該プログラムに関わる教員に開示

されていること。また、それに従って評価が実施されていること。 
(4)カリキュラムに設定された科目間の連携を密にし、教育効果を上げ、改善するための

教員間連絡ネットワーク組織があり、それに関する活動が実施されていること。 
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3.3 入学，学生受け入れおよび移籍の方法 
(1)プログラムの学習・教育目標を達成できるように設計されたカリキュラムの履修に必

要な資質を持った学生を入学させるための具体的な方法が定められ，学内外に開

示されていること。また，それに従って選抜が行われていること。 
(2)プログラム履修生を共通教育等の後に決める場合には，その具体的方法が定められ，

当該プログラムに関わる教員および学生に開示されていること。また，それに従

って履修生の決定が行われていること。 
(3)学生をプログラム履修生として編入させる場合には，その具体的な方法が定められ，

学内外に開示されていること。また，それに従って履修生の編入が行われている

こと。 
(4)プログラム履修生の移籍を認める場合には，その具体的方法が定められ，当該プログ

ラムに関わる教員および学生に開示されていること。また，それに従って履修生

の移籍が行われていること。 
 

3．1 入学および学生受け入れ方法 
(1)プログラムの学習・教育目標を達成するために必要な資質を持った学生を入学させる

ための具体的な方法が定められ、学内外に開示されていること。また、それに従

って選抜が行われていること。 
(2)学生のプログラムへの登録を共通教育等の後に決める場合には、入学時からの学習・

教育が審査の対象となることを考慮して、プログラム履修者を決める具体的方法

が定められ、当該プログラムに関わる教員および学生に開示されていること。ま

た、それに従って履修者の決定が行われていること。 
(3)学生をプログラム履修者として編入させる場合には、その具体的な方法が定められ、

学内外に開示されていること。また、それに従って編入が行われていること。 

基準 4 教育環境・学生支援 基準 4 教育環境 
4．1 施設，設備 
プログラムの学習・教育目標を達成するために必要な教室，実験室，演習室，図書室，

情報関連設備，自習・休憩施設および食堂等が整備されていること。 
 

4．1 施設、設備 
(1)プログラムの学習・教育目標を達成するに必要な教室、実験室、演習室、図書室、情

報関連設備、自習・休憩設備および食堂等が整備されていること。 
 

4．2 財源 
プログラムの学習・教育目標を達成するために必要な施設，設備を整備し，維持・運用

するために必要な財源確保への取り組みが行われていること。 
 

4．2 財源 
(1)プログラムの学習・教育目標を達成するに必要な施設、設備を整備し、維持・運用す

るのに必要な財源確保への取り組みが行われていること。 
 

4．3 学生への支援体制 
教育環境および学習支援に関して，授業等での学生の理解を助け，学生の勉学意欲を増

進し，学生の要望にも配慮する仕組みがあり，それが当該プログラムに関わる教

員，職員および学生に開示されていること。また，それに従った活動が行われて

いること。 
 

4．3 学生への支援体制 
(1)教育環境に関して、学生の勉学意欲を増進し、学生の要望にも配慮するシステムが在

り、その仕組みが当該プログラムに関わる教員、職員および学生に開示されてい

ること。また、それに関する活動が実施されていること。 
 

基準 5 学習・教育目標の達成 基準 5 学習・教育目標の達成 
(1)シラバスに定められた評価方法と評価基準に従って，科目ごとの目標に対する達成度

が評価されていること。 
(2)学生が他の高等教育機関等で取得した単位に関して，その評価方法が定められ，それ

に従って単位認定が行われていること。編入生等が編入前に取得した単位に関し

ても，その評価方法が定められ，それに従って単位認定が行われていること。 
(3)プログラムの各学習・教育目標に対する達成度を総合的に評価する方法と評価基準が

定められ，それに従って評価が行われていること。 
(4)修了生全員がプログラムのすべての学習・教育目標を達成していること。 
 

(1)シラバスに定められた評価方法と評価基準に従って、科目ごとの目標に対する達成度

が評価されていること。 
(2)学生が他の高等教育機関等で取得した単位に関して、その評価方法が定められ、それ

に従って単位互換が実施されていること。編入生等が編入前に取得した単位に関

しても、その評価方法が定められ、それに従って単位互換が実施されていること。 
(3)プログラムの各学習・教育目標に対する達成度を総合的に評価する方法と評価基準が

定められ、それに従って評価が行われていること。 
(4)修了生全員がプログラムのすべての学習・教育目標を達成していること。 
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基準 6 教育改善 基準 6 教育改善 
6．1 教育点検 
(1)学習・教育目標の達成状況に関する評価結果等に基づき，基準１－５に則してプログ

ラムの教育活動を点検する仕組みがあり，それが当該プログラムに関わる教員に

開示されていること。また，それに関する活動が行われていること。 
(2)その仕組みは，社会の要求や学生の要望にも配慮する仕組みを含み，また，仕組み自

体の機能も点検できるように構成されていること。 
(3)その仕組みを構成する会議や委員会等の記録を当該プログラムに関わる教員が閲覧

できること。 

6．1 教育点検 
(1)学習・教育目標の達成度の評価結果等に基づき、基準１－５に則してプログラムを点

検する教育点検システムがあり、その仕組みが当該プログラムに関わる教員に開

示されていること。また、それに関する活動が実施されていること。 
(2)教育点検システムは、社会の要求や学生の要望にも配慮する仕組みを含み、また、シ

ステム自体の機能も点検できるように構成されていること。 
(3)教育点検システムを構成する会議や委員会等の記録を当該プログラムに関わる教員

が閲覧できること。 
 

6．2 継続的改善 
教育点検の結果に基づき，基準１－６に則してプログラムの教育活動を継続的に改善す

る仕組みがあり，それに関する活動が行われていること。 
 

6．2 継続的改善 
(1)教育点検の結果に基づき、基準１－６に則してプログラムを継続的に改善するシステ

ムがあり、それに関する活動が実施されていること。 
 

補則 分野別要件 補則 分野別要件 
分野別要件は，当該分野のプログラムに認定基準を適用する際の補足事項を定めたもの

である。ただし，分野別要件が補足するのは，主として，学習・教育目標に関するもの

（基準 1(1)(d)等）と教員(団)に関するもの（基準 3.3(1)等）である。 
 

分野別要件は、当該分野のプログラムに認定基準を適用する際の補足事項を定めたもの

である。ただし、分野別要件が補足するのは、主として、学習・教育目標に関す

るもの（基準 1(1)(d)等）と教員（団）に関するもの（基準３．３(1)等）である。 
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